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１ 作成基準日 

令和６年度決算分では令和７年３月３１日となります。 

 

２ 作成対象とする範囲 

区   分 名   称 

連

結 

一般会計等 ・一般会計 

一部事務組合等 ・埼玉県市町村総合事務組合退職手当事業  

退職手当組合は、連結財務書類の貸借対照表に当組合の持分相当の退職

手当にかかる基金及び退職手当支給準備金を計上して退職手当組合を連結

したものとみなす方法を採用しています。（みなし連結）  
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３ 一般会計等財務書類 

⑴   貸借対照表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和7年3月31日 現在
（単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】
　固定資産 219,307,837 　固定負債 72,704,789
　　有形固定資産 219,307,837 　　地方債 -
　　　事業用資産 177,042,161 　　長期未払金 -
　　　　土地 14,210,000 　　退職手当引当金 72,704,789
　　　　立木竹 - 　　損失補償等引当金 -
　　　　建物 3,385,479,580 　　その他 -
　　　　建物減価償却累計額 △ 3,234,231,178 　流動負債 9,819,981
　　　　工作物 60,027,600 　　１年内償還予定地方債 -
　　　　工作物減価償却累計額 △ 48,443,841 　　未払金 -
　　　　船舶 - 　　未払費用 -
　　　　船舶減価償却累計額 - 　　前受金 -
　　　　浮標等 - 　　前受収益 -
　　　　浮標等減価償却累計額 - 　　賞与等引当金 8,208,187
　　　　航空機 - 　　預り金 1,611,794
　　　　航空機減価償却累計額 - 　　その他 -
　　　　その他 - 負債合計 82,524,770
　　　　その他減価償却累計額 -
　　　　建設仮勘定 - 【純資産の部】
　　　インフラ資産 - 　固定資産等形成分 354,312,167
　　　　土地 - 　余剰分（不足分） △ 69,358,510
　　　　建物 -
　　　　建物減価償却累計額 -
　　　　工作物 -
　　　　工作物減価償却累計額 -
　　　　その他 -
　　　　その他減価償却累計額 -
　　　　建設仮勘定 -
　　　物品 422,205,890
　　　物品減価償却累計額 △ 379,940,214
　　無形固定資産 -
　　　ソフトウェア -
　　　その他 -
　　投資その他の資産 -
　　　投資及び出資金 -
　　　　有価証券 -
　　　　出資金 -
　　　　その他 -
　　　投資損失引当金 -
　　　長期延滞債権 -
　　　長期貸付金 -
　　　基金 -
　　　　減債基金 -
　　　　その他 -
　　　その他 -
　　　徴収不能引当金 -
　流動資産 148,170,590
　　現金預金 13,166,260
　　未収金 -
　　短期貸付金 -
　　基金 135,004,330
　　　財政調整基金 135,004,330
　　　減債基金 -
　　棚卸資産 -
　　その他 -
　　徴収不能引当金 - 純資産合計 284,953,657

資産合計 367,478,427 負債・純資産合計 367,478,427

一般会計等貸借対照表　　　　
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⑵ 行政コスト計算書 

 

自 令和6年4月1日

至 令和7年3月31日
（単位：円）

金額

経常費用 285,049,183

　業務費用 272,470,064

　　人件費 87,673,716

　　　職員給与費 75,931,829

　　　賞与等引当金繰入額 8,208,187

　　　退職手当引当金繰入額 -

　　　その他 3,533,700

　　物件費等 184,097,792

　　　物件費 128,541,730

　　　維持補修費 18,744,874

　　　減価償却費 36,811,188

　　　その他 -

　　その他の業務費用 698,556

　　　支払利息 -

　　　徴収不能引当金繰入額 -

　　　その他 698,556

　移転費用 12,579,119

　　補助金等 12,335,519

　　社会保障給付 -

　　他会計への繰出金 -

　　その他 243,600

経常収益 5,485,819

　使用料及び手数料 728,857

　その他 4,756,962

純経常行政コスト 279,563,364

臨時損失 -

　災害復旧事業費 -

　資産除売却損 -

　投資損失引当金繰入額 -

　損失補償等引当金繰入額 -

　その他 -

臨時利益 -

　資産売却益 -

　その他 -

純行政コスト 279,563,364

一般会計等行政コスト計算書　

科目
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⑶ 純資産変動計算書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

自 令和6年4月1日

至 令和7年3月31日
（単位：円）

科 目 合 計
固定資産等形成分 余剰分（不足分）

前年度末純資産残高 308,417,021 375,248,171 △ 66,831,150

　純行政コスト（△） △ 279,563,364 △ 279,563,364

　財源 256,100,000 256,100,000

　　税収等 256,100,000 256,100,000

　　国県等補助金 - -

　本年度差額 △ 23,463,364 △ 23,463,364

　固定資産等の変動（内部変動） △ 20,936,004 20,936,004

　　有形固定資産等の増加 7,680,959 △ 7,680,959

　　有形固定資産等の減少 △ 36,811,188 36,811,188

　　貸付金・基金等の増加 8,829,225 △ 8,829,225

　　貸付金・基金等の減少 △ 635,000 635,000

　資産評価差額 - -

　無償所管換等 - -

　他団体出資等分の増加 -

　他団体出資等分の減少 -

　比例連結割合変更に伴う差額 -

　その他 - - -

　本年度純資産変動額 △ 23,463,364 △ 20,936,004 △ 2,527,360

本年度末純資産残高 284,953,657 354,312,167 △ 69,358,510

一般会計等純資産変動計算書　　
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⑷ 資金収支計算書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自 令和6年4月1日

至 令和7年3月31日
（単位：円）

金額

【業務活動収支】
　業務支出 247,171,422
　　業務費用支出 234,592,303
　　　人件費支出 86,607,143
　　　物件費等支出 147,286,604
　　　支払利息支出 -
　　　その他の支出 698,556
　　移転費用支出 12,579,119
　　　補助金等支出 12,335,519
　　　社会保障給付支出 -
　　　他会計への繰出支出 -
　　　その他の支出 243,600
　業務収入 256,967,725
　　税収等収入 256,100,000
　　国県等補助金収入 -
　　使用料及び手数料収入 728,857
　　その他の収入 138,868
　臨時支出 -
　　災害復旧事業費支出 -
　　その他の支出 -
　臨時収入 -
業務活動収支 9,796,303
【投資活動収支】
　投資活動支出 16,510,184
　　公共施設等整備費支出 7,680,959
　　基金積立金支出 8,829,225
　　投資及び出資金支出 -
　　貸付金支出 -
　　その他の支出 -
　投資活動収入 635,000
　　国県等補助金収入 -
　　基金取崩収入 635,000
　　貸付金元金回収収入 -
　　資産売却収入 -
　　その他の収入 -
投資活動収支 △ 15,875,184
【財務活動収支】
　財務活動支出 -
　　地方債償還支出 -
　　その他の支出 -
　財務活動収入 -
　　地方債発行収入 -
　　その他の収入 -
財務活動収支 -

本年度資金収支額 △ 6,078,881
前年度末資金残高 17,633,347
比例連結割合の変更に伴う差額 -
本年度末資金残高 11,554,466
前年度末歳計外現金残高 1,433,757
本年度歳計外現金増減額 178,037
本年度末歳計外現金残高 1,611,794
本年度末現金預金残高 13,166,260

一般会計等資金収支計算書　

科目
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注記  

１ 重要な会計方針 

⑴ 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法  

① 有形固定資産               取得原価 

⑵ 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産               定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。  

ア 建物       8 年～50 年 

イ 工作物     10 年～15 年 

ウ 物品       4 年～ 8 年 

⑶ 引当金の計上基準及び算定方法 

① 退職手当引当金 

退職手当債務から埼玉県市町村職員総合事務組合への加入時以降

の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当として支給された額

の総額を控除した額に、埼玉県市町村職員総合事務組合における積

立金額の運用益のうち当組合へ按分される額を加算した額を控除し

た額を計上しています。 

② 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る

法定福利費相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に

対応する部分を計上しています。 

⑷ リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内の

リース取引及びリース契約１件あたりのリース料総額が 300 万円
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以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。  

イ ア以外のファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。  

⑸ 資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物  

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発

生する資金の受払いを含んでいます。  

⑹ その他財務書類作成のための基本となる重要な事項  

① 物品の計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が 50 万円以上の場合に資

産として計上しています。 

② 資本的支出と修繕費の区分基準 

資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が 60 万円未満で

あるときに修繕費として処理しています。  

２ 重要な会計方針の変更等 

⑴ 会計方針の変更             該当事項ありません。 

⑵ 表示方法の変更             該当事項ありません。 

⑶ 資金収支計算書における資金の範囲の変更 該当事項ありません。 

３ 重要な後発事象              該当事項ありません。 

４ 偶発債務                 該当事項ありません。 

５ 追加情報 

⑴ 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項  
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① 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。  

一般会計 

② 地方自治法第２３５条の５に基づき出納整理期間が設けられてい

る会計においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了し

た後の計数をもって会計年度末の計数としています。  

③ 千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しな

い場合があります。 

⑵ 貸借対照表に係る事項 

① 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。  

ア 範囲 

翌年度予算で財産収入として措置されている公共資産や行政目

的で保有していた資産のうち、売却予定の資産を売却可能資産とし

ています。 

イ 内訳 

売却可能資産はありません。 

⑶ 純資産変動計算書に係る事項 

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容  

① 固定資産等形成分 

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた

額を計上しています。 

② 余剰分（不足分） 

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上

しています。  

⑷ 資金収支計算書に係る事項 

① 基礎的財政収支 2,115 千円 
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② 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額

との差額の内訳 

資金収支計算書 

資金収支計算書の業務活動収支 9,796 千円 

減価償却費 △36,811 千円 

退職手当引当金の増減額 4,618 千円 

賞与等引当金の増減額 △1066 千円 

純資産変動計算書の本年度差額 △23,463 千円 

③ 一時借入金 

資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。  

なお、一時借入金の限度額は次のとおりです。  

一時借入金の限度額 30,000 千円 
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４ 指標一覧（一般会計等） 

⑴   純資産比率 ７７．５％ 

説明 
 資産に対する純資産の割合を示します。割合が高いほど

（負債の割合が低い)健全な財政状態であるといえます。 

算式 純資産合計÷資産合計 

 

⑵   歳入額対資産比率 １．３年 

説明 
当年度の歳入によって現在の資産を形成するには何年か

かるかを表します。 

算式 資産合計÷歳入総額 

 

⑶   有形固定資産減価償却比率 ９５．３％ 

説明 

 有形固定資産のうち、土地以外の償却資産（物品を除く

建物や工作物等）の取得価額に対する減価償却累計額の割

合を算出することにより、耐用年数に対して資産の取得か

らどの程度経過しているのかを全体として把握することが

可能となります。９０％に達していることから、老朽化度

が高い状態であるといえます。 

算式 減価償却累計額÷償却資産取得価格 

 

⑷   受益者負担の割合 １．９％ 

説明 

 行政コスト計算書の経常収益は、使用料・手数料など行

政サービスに係る受益者負担の金額であるため、これを経

常費用（行政サービス提供に係る負担）と比較することに

より、行政サービスの提供に対する受益者負担の割合を算

出することができます。 

算式 経常収益÷経常費用 

 

⑸   基礎的財政収支 2,115,344 円 

説明 

 行政サービスの提供に要する費用が、将来世代への借金

に頼らず、当年度の収入で賄えているかを把握することが

できます。 

算式 
業務活動収支＋投資活動収支 

※支払利息支出、基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。 
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３ 連結財務書類 

⑴ 貸借対照表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和7年3月31日 現在
（単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】
　固定資産 219,632,471 　固定負債 73,029,423
　　有形固定資産 219,307,837 　　地方債 -
　　　事業用資産 177,042,161 　　長期未払金 -
　　　　土地 14,210,000 　　退職手当引当金 73,029,423
　　　　立木竹 - 　　損失補償等引当金 -
　　　　建物 3,385,479,580 　　その他 -
　　　　建物減価償却累計額 △ 3,234,231,178 　流動負債 9,819,981
　　　　工作物 60,027,600 　　１年内償還予定地方債 -
　　　　工作物減価償却累計額 △ 48,443,841 　　未払金 -
　　　　船舶 - 　　未払費用 -
　　　　船舶減価償却累計額 - 　　前受金 -
　　　　浮標等 - 　　前受収益 -
　　　　浮標等減価償却累計額 - 　　賞与等引当金 8,208,187
　　　　航空機 - 　　預り金 1,611,794
　　　　航空機減価償却累計額 - 　　その他 -
　　　　その他 - 負債合計 82,849,404
　　　　その他減価償却累計額 -
　　　　建設仮勘定 - 【純資産の部】
　　　インフラ資産 - 　固定資産等形成分 354,636,801
　　　　土地 - 　余剰分（不足分） △ 69,683,144
　　　　建物 -
　　　　建物減価償却累計額 -
　　　　工作物 -
　　　　工作物減価償却累計額 -
　　　　その他 -
　　　　その他減価償却累計額 -
　　　　建設仮勘定 -
　　　物品 422,205,890
　　　物品減価償却累計額 △ 379,940,214
　　無形固定資産 -
　　　ソフトウェア -
　　　その他 -
　　投資その他の資産 324,634
　　　投資及び出資金 -
　　　　有価証券 -
　　　　出資金 -
　　　　その他 -
　　　投資損失引当金 -
　　　長期延滞債権 -
　　　長期貸付金 -
　　　基金 324,634
　　　　減債基金 -
　　　　その他 324,634
　　　その他 -
　　　徴収不能引当金 -
　流動資産 148,170,590
　　現金預金 13,166,260
　　未収金 -
　　短期貸付金 -
　　基金 135,004,330
　　　財政調整基金 135,004,330
　　　減債基金 -
　　棚卸資産 -
　　その他 -
　　徴収不能引当金 - 純資産合計 284,953,657

資産合計 367,803,061 負債・純資産合計 367,803,061

連結貸借対照表　　　　
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⑵ 行政コスト計算書 

 

自 令和6年4月1日

至 令和7年3月31日
（単位：円）

金額

経常費用 285,049,183

　業務費用 272,470,064

　　人件費 87,673,716

　　　職員給与費 75,931,829

　　　賞与等引当金繰入額 8,208,187

　　　退職手当引当金繰入額 -

　　　その他 3,533,700

　　物件費等 184,097,792

　　　物件費 128,541,730

　　　維持補修費 18,744,874

　　　減価償却費 36,811,188

　　　その他 -

　　その他の業務費用 698,556

　　　支払利息 -

　　　徴収不能引当金繰入額 -

　　　その他 698,556

　移転費用 12,579,119

　　補助金等 12,335,519

　　社会保障給付 -

　　他会計への繰出金 -

　　その他 243,600

経常収益 5,485,819

　使用料及び手数料 728,857

　その他 4,756,962

純経常行政コスト 279,563,364

臨時損失 -

　災害復旧事業費 -

　資産除売却損 -

　投資損失引当金繰入額 -

　損失補償等引当金繰入額 -

　その他 -

臨時利益 -

　資産売却益 -

　その他 -

純行政コスト 279,563,364

連結行政コスト計算書　

科目
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⑶ 純資産変動計算書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

自 令和6年4月1日

至 令和7年3月31日
（単位：円）

科 目 合 計
固定資産等形成分 余剰分（不足分）

前年度末純資産残高 308,417,021 375,248,171 △ 66,831,150

　純行政コスト（△） △ 279,563,364 △ 279,563,364

　財源 256,100,000 256,100,000

　　税収等 256,100,000 256,100,000

　　国県等補助金 - -

　本年度差額 △ 23,463,364 △ 23,463,364

　固定資産等の変動（内部変動） △ 20,611,370 20,611,370

　　有形固定資産等の増加 7,680,959 △ 7,680,959

　　有形固定資産等の減少 △ 36,811,188 36,811,188

　　貸付金・基金等の増加 9,153,859 △ 9,153,859

　　貸付金・基金等の減少 △ 635,000 635,000

　資産評価差額 - -

　無償所管換等 - -

　他団体出資等分の増加 -

　他団体出資等分の減少 -

　比例連結割合変更に伴う差額 -

　その他 - - -

　本年度純資産変動額 △ 23,463,364 △ 20,611,370 △ 2,851,994

本年度末純資産残高 284,953,657 354,636,801 △ 69,683,144

連結純資産変動計算書　　
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⑷ 資金収支計算書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

自 令和6年4月1日

至 令和7年3月31日
（単位：円）

金額

【業務活動収支】
　業務支出 247,171,422
　　業務費用支出 234,592,303
　　　人件費支出 86,607,143
　　　物件費等支出 147,286,604
　　　支払利息支出 -
　　　その他の支出 698,556
　　移転費用支出 12,579,119
　　　補助金等支出 12,335,519
　　　社会保障給付支出 -
　　　他会計への繰出支出 -
　　　その他の支出 243,600
　業務収入 256,967,725
　　税収等収入 256,100,000
　　国県等補助金収入 -
　　使用料及び手数料収入 728,857
　　その他の収入 138,868
　臨時支出 -
　　災害復旧事業費支出 -
　　その他の支出 -
　臨時収入 -
業務活動収支 9,796,303
【投資活動収支】
　投資活動支出 16,510,184
　　公共施設等整備費支出 7,680,959
　　基金積立金支出 8,829,225
　　投資及び出資金支出 -
　　貸付金支出 -
　　その他の支出 -
　投資活動収入 635,000
　　国県等補助金収入 -
　　基金取崩収入 635,000
　　貸付金元金回収収入 -
　　資産売却収入 -
　　その他の収入 -
投資活動収支 △ 15,875,184
【財務活動収支】
　財務活動支出 -
　　地方債償還支出 -
　　その他の支出 -
　財務活動収入 -
　　地方債発行収入 -
　　その他の収入 -
財務活動収支 -

本年度資金収支額 △ 6,078,881
前年度末資金残高 17,633,347
比例連結割合の変更に伴う差額 -
本年度末資金残高 11,554,466
前年度末歳計外現金残高 1,433,757
本年度歳計外現金増減額 178,037
本年度末歳計外現金残高 1,611,794
本年度末現金預金残高 13,166,260

連結資金収支計算書　

科目



 

15 

 

注記  

１ 重要な会計方針 

⑴ 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法  

① 有形固定資産               取得原価 

⑵ 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産               定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。  

ア 建物       8 年～50 年 

イ 工作物     10 年～15 年 

ウ 物品       4 年～ 8 年 

⑶ 引当金の計上基準及び算定方法 

① 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額を計上しています。  

② 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る

法定福利費相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に

対応する部分を計上しています。 

⑷ リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内の

リース取引及びリース契約１件あたりのリース料総額が 300 万円

以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。  

イ ア以外のファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 
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② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。  

⑸ 資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物  

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発

生する資金の受払いを含んでいます。  

⑹ 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税込方式によっています。  

２ 重要な会計方針の変更等 

⑴ 会計方針の変更             該当事項ありません。 

⑵ 表示方法の変更             該当事項ありません。 

⑶ 資金収支計算書における資金の範囲の変更 該当事項ありません。 

３ 重要な後発事象              該当事項ありません。 

４ 偶発債務                 該当事項ありません。 

５ 追加情報 

⑴ 連結対象団体（会計） 

団体（会計）名 区分 連結の方法 比例連結割合 

埼玉県市町村総合事務組合 一部事務組合 みなし連結 － 

  退職手当組合は、連結財務書類の貸借対照表に各構成団体の持分相

当の退職手当にかかる基金及び退職手当引当金を計上して、退職手当

組合を連結したものとみなしております。  

⑵ 出納整理期間 

 地方自治法第 235 条の 5 に基づき、出納整理期間を設けられている

団体（会計）においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了

した後の計数をもって会計年度末の計数としております。  
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⑶ 表示単位未満の取扱い 

千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない

場合があります。 

⑷ 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。  

① 範囲 

 翌年度予算で財産収入として措置されている公共資産や行政目的

で保有していた資産のうち、売却予定の資産を売却可能資産として

います。 

② 内訳 

 売却可能資産はありません。 

 


